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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 168,000 千円
　　　※地方消費税交付金 308,000千円の22分の12に相当する額

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

経費

国  県
支出金

地方債 その他

地方消費
税交付金
（社会保
障財源化
分）

その他

福祉タクシー利用補助事業
＜福祉タクシー利用補助金＞

1,992 521 1,471

老人保護措置事業
＜老人保護措置委託料＞

2,534 1 662 1,871

敬老祝金支給
＜敬老祝金扶助＞

8,850 10 2,311 6,529

在宅要介護高齢者等紙おむつ給付 3,168 828 2,340

介護用車両購入費補助 200 52 148

介護慰労金支給事業 4,200 150 1,059 2,991

更生医療費給付
＜更生医療給付費＞

8,640 6,480 565 1,595

育成医療費給付
＜育成医療給付費＞

300 225 20 55

療養介護医療費給付
＜療養介護医療給付費＞

1,300 975 85 240

地域生活支援
＜役務費、指定管理委託料を除く＞

16,194 5,619 2,765 7,810

障害児（者）緊急一時保護事業 200 52 148

重症心身障害者等短期入所助成事業 324 85 239

難聴児補聴器購入支援事業 193 96 25 72

障害児（者）住宅改造費補助 500 300 52 148

腎臓機能障害者等通院交通費補助 852 426 111 315

特定医療費（指定難病）受給者等
見舞金支給事業

4,320 1,130 3,190

要医療重症心身障害児（者）
訪問看護支援事業

120 60 16 44

障害介護給付費
＜扶助費＞

282,439 211,827 18,462 52,150

障害児給付費
＜扶助費＞

30,834 23,125 2,016 5,693

子育て支援金支給事業 5,700 1,490 4,210

病児病後児保育事業 185 48 137

母子・父子家庭児童入進学等
支度金支給事業

295 77 218

チャイルドシート購入費補助事業 250 65 185

児童手当支給事業（手当費） 164,385 138,396 6,795 19,194

小　　計 537,975 387,529 0 161 39,292 110,993

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

1,208,059

財源内訳
事業名 特定財源 一般財源

社
会
福
祉

－ 259 －
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【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

経費

国  県
支出金

地方債 その他

地方消費
税交付金
（社会保
障財源化
分）

その他

財源内訳
事業名 特定財源 一般財源

後期高齢者医療事業
＜療養給付費負担金＞

135,567 35,444 100,123

後期高齢者医療事業
＜保険基盤安定繰出金＞

37,554 28,164 2,455 6,935

国民健康保険特別会計繰出金
＜保険基盤安定繰出金＞

101,815 76,361 6,655 18,799

国民健康保険特別会計繰出金
＜未就学児均等割保険税操出金＞

917 687 60 170

国民健康保険特別会計繰出金
＜出産育児一時金等繰出金＞

1,680 439 1,241

国民健康保険特別会計繰出金
＜財政安定化支援事業繰出金＞

7,385 1,931 5,454

国民健康保険特別会計繰出金
＜福祉医療ﾍﾟﾅﾙﾃｨ分繰出金＞

2,933 767 2,166

介護保険特別会計繰出金
＜介護給付費繰出金＞

156,917 41,026 115,891

介護保険特別会計繰出金
＜地域支援事業繰出金＞

7,931 2,074 5,857

介護保険特別会計繰出金
＜低所得者保険料軽減繰出金＞

13,612 10,209 890 2,513

小　　計 466,311 115,421 0 0 91,741 259,149

福祉医療費支給事業
＜福祉医療扶助＞

108,093 53,479 3,420 13,385 37,809

養育医療費支給事業
＜養育医療扶助＞

400 300 26 74

健康増進事業
＜健診委託料＞

6,359 6 1,661 4,692

健康増進事業（補助）
＜健診委託料＞

1,422 917 50 119 336

がん対策強化推進事業
＜がん検診委託料＞

24,062 2,390 5,666 16,006

がん検診推進事業（補助）
＜がん検診委託料＞

255 179 20 56

妊婦・乳幼児健診事業
＜妊婦健康診査委託料＞

6,988 1,827 5,161

妊婦・乳幼児健診事業
＜新生児聴覚検査委託料＞

186 49 137

産婦健診事業
＜産婦健康診査委託料＞

350 175 46 129

法定予防接種事業
＜予防接種委託料＞

50,360 13,167 37,193

緊急風しん対策事業
＜抗体検査、予防接種委託料＞

2,088 708 361 1,019

任意予防接種町単独助成事業 390 102 288

不妊症及び不育症治療費助成事業 1,300 340 960

産後ケア事業 1,380 690 180 510

骨髄移植ドナー助成事業 140 70 18 52

小　　計 203,773 56,518 0 5,866 36,967 104,422

1,208,059 559,468 0 6,027 168,000 474,564合　　　計

社
会
保
険

保
健
衛
生

－ 260 －
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【用語解説】

■歳入　※Ｐ２関係
○町税

○地方譲与税

○税等交付金

○地方交付税

○国庫支出金

○県支出金

○繰入金

○繰越金

○町債

○その他の収入

■歳出（目的別）　※Ｐ３関係
○議会費

○総務費

○民生費

○衛生費

○労働費

○農林水産業費

○商工費

○土木費

○消防費

○教育費

　町民税、固定資産税、軽自動車税、町たばこ税

　国が国税として徴収した揮発油税、自動車重量税の一部を地方に配分するもの

　特定の事業に対しての国からの補助金など

　特定の事業に対しての県からの補助金など

　特別会計や基金（積立金）からの繰り入れた収入

　前年度の歳入歳出差引残額

　町の借入金

　議会の活動に要する経費

　全般的な管理、徴税、戸籍住民基本台帳、選挙、統計調査、監査委員などに要する経費

　労働者育成に要する経費

　商工業の振興、企業立地促進、消費者行政、観光などに要する経費

　消防（館林地区消防組合への負担金）、防災対策に要する経費

　主に県が県税の一部を市町村に交付するものなど（利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割
交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全
対策特別交付金）

　市町村間の財源（税収等）の不均衡を調整し、すべての市町村が一定の水準を維持できるよう財源を
保障するため、国税（所得税、法人税、酒税、消費税、地方法人税）の一定割合を再配分するもの
　普通交付税は、基準財政需要額（決算額や予算額ではなく、標準的な水準の行政を行うために必要と
なる一般財源）から基準財政収入額（標準的な税収入の一定割合）を差し引いたもの

　負担金（保育料等）、使用料及び手数料（駐車場使用料や住民票・各種証明の手数料等）、財産収入
（町有地賃貸料や基金の利息等）、寄附金、諸収入（歳入区分のどれにもあてはまらない収入）

　社会・障害者・高齢者・児童福祉、国民年金事務、災害救助などの社会生活を保障するのに必要な経
費

　保健衛生、病院（館林厚生病院への負担金）、清掃（館林衛生施設組合への負担金）などの衛生的な
生活環境を保持するための経費

　農業委員会、農業振興、畜産振興、農地、農村環境整備、水産業などに要する経費

　土木管理、道路橋りょうの維持・新設改良、河川、都市計画、下水道（下水道事業特別会計への繰出
金）、公営住宅などに要する経費

　教育委員会、小中学校、社会教育（生涯学習、文化財、各公民館の運営費等）、保健体育（海洋セン
ター、運動場、プール等）などの教育関係の経費
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○災害復旧費

○公債費

○諸支出金

○予備費

■歳出（性質別）　※Ｐ４関係
○人件費

○扶助費

○公債費

○普通建設事業費

○災害復旧費

○物件費

○維持補修費

○補助費等

○繰出金

○積立金

○予備費

　災害によって被害を受けた施設等の原形復旧に要する経費

　町が借り入れた町債の元利償還金（返済金）

　公共用地取得費、土地開発基金（積立金）の利子の積立金

　予算外の支出や予算超過の支出に充てるための経費

　町が借り入れた町債の元利償還金（返済金）

　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用や公用施設の新増設等の建設事業の経費

　災害によって被害を受けた施設等の原形復旧に要する経費

　公共用施設等の効用を保全するための経費

　報償金、保険料、負担金、補助金、交付金、補償金、公課費など

　特別会計に支出される経費など

　基金への積立金

　予算外の支出や予算超過の支出に充てるための経費

　職員等に対し、勤労の対価、報酬として支払われる一切の経費（議員報酬、委員報酬、特別職給与、
職員給、共済組合負担金、退職手当組合負担金、会計年度任用職員報酬など）

　社会保障制度の一環として各種の法令等に基づき被扶助者に対してその生活を維持するために支出さ
れる経費及び町が単独で行っている各種扶助の経費

　人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的性質の経費（旅費、交際費、需用費、役務費、
備品購入費、報償費、委託料、使用料及び賃借料、原材料費など）
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